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独立行政法人国際交流基金の平成１７年度の業務実績に関する総合評価 
 

 

Ⅰ 業務実績全体の評価 

 

１．全般的評価 

平成１６年度において、本委員会は、独立行政法人国際交流基金（以下、「基金」）に

ついて、「中期計画の達成に向けた体制整備を引き続き着実に実施するとともに、運営及

び業務の効率化、事業の効果的実施の点についても、多くの点で成果が現れており、全体

として見れば、中期計画の達成に向けて順調な状況であると言える。」との評価を行った。

平成１７年度についても、業務運営の効率化や業務の質の向上において、引き続き多くの

点で成果が見られており、また、外交上必要の高い事業への「選択と集中」が図られてお

り、中期計画の達成に向け順調な状況にあると言える。特に、平成１６年５月の機構改革

後の運営及び効率化の面でどのような側面が出るかを注視すべきとの当委員会からの指摘

については、決裁規程の改正、海外への権限委譲プログラムの抜本的統廃合等効率的な実

施体制の整備を通じ、総超過勤務時間数の削減（平成１７年度は、対１５年度比２４．

３％減）やプログラム数の削減等の効果が生じており、機構改革による運営及び業務の

効率化の成果が見られている。また、各事業分野において、それぞれの国・地域の実情に

沿った重点事業に関連づけた事業展開を行った結果が、事業における中長期的基本方針に

沿った形で反映されている。特に、日本語教育において、日本語能力試験受験者数の伸び

につながる成果が出ており、スタンダードの確立に向けた積極的な取組みが見受けられる。

他方、今後の課題として、機構改革の成果を事業の効果的実施及び効率化の両面で更に把

握することが必要である。また、アウトカム指向の評価（政策効果に着目した目標を設定

し、目標の達成度合いにつき評価する方式）の導入に向けた取組みを今後とも推進してい

くことが望まれる。 

 

（１）外交上の必要性への対応 

（イ）「基金」は、外務省と協議の上、国・地域ごとに中長期的方針を定め、これに基

づき、外交上必要の高い事業への「選択と集中」が行われており、平成１７年度

においても、各評価指標において適切な対応がなされている。例えば、芸術文化

交流においては、日本と相手国が互いにどのような情報や認識を有しているかを

基準として重点項目を定め、右に基づき事業展開を行った結果、相互に関する情

報や認識の少ない国への外国文化紹介型の事業が平成１７年度事業全体の５９％

に上る等その結果が中長期的基本方針に沿った形で反映されている。 

（ロ）なお、平成１６年度評価の際に当委員会が指摘した、中国や韓国における反日感

情の高まりへの対応については、韓国との間で日韓関係の改善に向け、知的対話・

交流の促進に努めるとともに、「日韓友情年」を中心とした様々な交流事業を重

点的に実施した他、中国との間でも、２１世紀日中交流特別事業を通じた中国と
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日本の幅広い交流の促進に向けた事業の準備に着手し、また、政府の出資を得て

日中交流センターの立ち上げを決定するなど、効果的に対応したと評価できる。 

（ハ）日本語教育基盤状況に沿った日本語教育・学習支援を積極的に行っており、加え

て日本語教育の体系化・教育モデル策定にも取組むなど、この点においても平成

16年度評価で指摘した点をフォローアップしている。 

（ニ）地域的な対応については、周年事業等の大型文化事業への重点的な対応が図られ

ており、当該地域での外交上の必要性の高い事業への対応において順調に事業が

進められている。 

 

（２）「業務運営の効率化」・「業務の質の向上」等 

（イ）一般管理費全体では年度改革額を43百万円上回る削減となった他、運営交付金

を充当する業務経費の対前年削減幅が中期計画の目標を上回る等削減への努力

がなされている。 

（ロ）日本語専門家派遣や海外日本語教育機関助成等の事業見直しを進めた他、事業

プログラム数を平成１７年度において９２とし、平成１４年度比で１割以上減と

する中期目標を大幅に上回る削減を達成する等、事業の見直し・改廃・縮小の取

り組みが着実になされている。 

（ハ）海外日本語学習者に対する施策については、関西国際センターにおける専門日本

語研修、日本語学習者訪日研究及び地域交流研修の実施を通じ、すべてのプログ

ラムにおいて９割以上の参加者が「満足」ないし「概ね満足」との評価を行った

他、外部専門家によるプログラム評価も高く、中期計画の実施に向けてきわめて

順調な進捗状況にある。 

（ニ）分野別取り組みや国・地域別取り組みについては、中期計画に沿って順調に取り

組まれており、裨益者によるアンケート結果及び外部有識者や在外公館による評

価においても良好な成果を上げていることが指摘されている。 

 

２．今後の業務において特に考慮すべき事項 

  上記１．で指摘した事項の他、中期計画の達成に向け、「基金」が今後取り組むべき措

置、及び本委員会として来年度以降の評価のために注視する点は以下の通りである。 

（１）外交上の必要性への向上 

（イ） 平成１７年度には、国際文化交流事業の効果を測定する新たな評価手法開発の

ため、韓国において試行的調査が行われたところであるが、平成１８年度におい

ても、右調査の分析・取り纏め作業を可能な限り前倒しして、長期的成果を含め

て事業の成果をより包括的に把握し得るような事業評価手法の開発を引き続き

進めることが必要である。 

（ロ） 外交上必要性の高い事業への「選択と集中」については、人員と事業費の重点

的配分の観点からも具体的な説明が望まれる。 

（ハ） 欧州における日本語教育については、その相対的地盤低下に関する平成１６年

度における当委員会からの指摘を踏まえ、平成１７年度において、新規に専門家

派遣を行った他、スイス等で新たに日本語能力試験を実施した。他方、今後は、
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以上のような対応に加え、相対的地盤沈下の実情と理由の分析を引き続き進める

とともに、更にそれをベースとした戦略的な対応が一層望まれる。 

（ニ） また、中国に関し、「基金」の既存資金８０億円と補正予算の２０億円を合わせ

合計１００億円の新たな基金を創設し、その運用益により日中２１世紀交流事業

を実施することを決定したが、平成１８年度には日中交流センターが新設される

予定であり、右設立後の事業パフォーマンスについて注視していく必要がある。 

（ホ） 他機関との間では、多様な団体との事業連携を通じて、基金の経費節減と効果

の拡大に取組む姿勢が見受けられる。費用対効果の正確な把握と、それに基づく

対応を実施するため、可能な限りこれを定量的に算定し提示する必要がある。 

 

（２）「業務運営の効率化」及び「業務の質の向上」等 

  （イ）一般管理費の目標達成へ向け、平成１８年度においても引き続き同費の１％減

への取り組みを進めることを期待する。 

  （ロ）人件費に関し、学歴、所在地等の特殊要因を除いたラスパイレス指数（職員の

給与額を、同等の職種、経歴に相当する国家公務員の給与を１００として比較し

た場合の指数）が依然５％以上高いことに留意し、今後は右指数を低くしていく

ための継続的・計画的な対応が必要である。 

  （ハ）平成１７年度評価においては、一部の例外を除きほぼ全てのプログラムについ

てアンケート調査を実施することができた。他方、今後は、業務見直しにおいて、

各種アンケート（裨益者・観客、広報アンケート、在外公館のコメント等）にお

ける建設的なコメントを事業へ反映させるための努力が望まれる。 

（ニ）機構改革については、事業の効果的実施及び効率化の両面において、適切な成

果が得られているかを更に把握するとともに、対外的な説明に努める必要があ

る。 

（ホ）平成１７年度においては、外貨建債券による運用収入の拡大や事業収入の増収

等、基金全体として収入拡大の努力が積極的になされている。今後は、このよう

な自己収入の確保に向けた努力を継続するとともに、効率化の観点から外部資金

を導入すべくそのようなインセンティブ（動機付け）が提示可能であるか検討す

るよう努力することが求められる。 

 

（３）その他 

既存の基金海外事務所と在外公館の状況を踏まえ、どのように両者の関係を最適なも

のとしていくかとの観点から、基金と、在外公館を含めた関係機関との役割分担の明確

化につき、基金と外務省が協議を行う必要性がある。その際には、文化事業等の意思決

定の権限を基金海外事務所に委譲するとともに在外公館と海外事務所の連絡を密接化

させるとの方針の下、平成１９年度以降の基金事務所の展開の方向性について、両者間

でより詳細な議論を行うことが望まれる。 

 

Ⅱ 項目別評価の総括 
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１．業務運営の効率化 

● 中期目標では、一般管理費を対１４年度比で１０％減、また運営費交付金を充当する

業務経費を毎年度１％以上削減することとされているところ、一般管理費全体では年度

改革額を 43 百万円上回る削減となった他、運営交付金業務経費の対前年削減幅が中期

計画の目標を上回る等削減への努力がなされている。他方、平成１８年度においても右

削減の着実な実施が求められる他、事務所借料以外の管理費、とくに役職員給与費の削

減に、さらに努力すべきである。特に、学歴、所在地等の特殊要因をのぞいたラスパイ

レス指数（職員の給与額を、同等の職種、経歴に相当する国家公務員の給与を１００と

して比較した場合の指数）が依然１０５以上であることに留意し、右指数が低くなるよ

うに努力することが求められ、そのための継続的・計画的な対応が必要である。 

● 機構改革の成果については、１６年５月に導入された３事業部門への再編の下、決裁

規程改正、海外への権限委譲、プログラムの抜本的統廃合など運営・業務の効率化に取

組んでおり、決裁所要日数の短縮化など実際の効果も生じる等、効率的な実施体制の整

備を始めとする運営及び業務の効率化に努めている。他方、事業の効果的実施及び効率

化の両面において、適切な成果が得られているかを更に把握するとともに、対外的な説

明に努める必要がある。また、今後は、新体制の円滑運用を図るとともに、組織再編・

新事業体制の実情を把握し、必要部分に関しては見直しの実施が望まれる。 

 

２．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上 

● 評価指標については、全ての事業について評価指標を設定するとともに、「外交上の必

要性」を明確化した上で 17 年度年間計画を策定した。また、当委員会からの指摘を踏

まえ、評価データ収集状況も大幅に改善された。今後は、データの経年比較も可能とな

るよう、定量的に評価を行うための継続的な努力が求められる。 

● 裨益者・観客からのアンケートを含めた各種アンケートについては、ほぼすべてのプロ

グラムについて実施されたところであるが、今後は、在外公館からのコメントも含め結

果を事業に対して反映させられるかが課題となる。 

●  他機関との事業連携については、多様な団体との事業連携を通じて、基金の経費節減

と効果の拡大に取組む姿勢が見受けられる。一方で、可能な限りこれを定量的に算定し、

提示することが求められる。 

● 海外日本研究や知的交流の促進の分野で、「集中と選択」のための事業見直しの結果、

事業の実施効果が高いと判断されるが、今後は、その成果を個別のプログラム毎の説明

だけでなく、事業費の重点的配分も含む予算及び人員の面から総括的な説明を行うこと

が求められる。 

● 地域的な対応については、各種交流年事業（２００５年：「日韓友情年」、「日・ＥＵ市

民交流年」、「日・中米交流年 2005」 ２００６年：「日豪交流年」）等時宜を捉えた重

点的交流などを通じて各方面において交流が積極的に実施されており、また当委員会の

指摘を踏まえ中国、韓国との相互不信に対応した交流事業に着手したことは評価できる。

今後は、日中交流センター事業を通じた日中交流の拡大等を通じ地域的対応を強化する

ことが望まれる。 
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３．予算、収支計画及び資金計画 

● 寄付金の増加に加え、日本語能力試験受験者増や海外における日本語講座拡大など

による収入増は基金の増収努力によるものと評価される。また、執行管理の改善も見ら

れ、良好な結果が得られている。他方、自己収入の確保に向けた努力が行われているか

を今後も注視する必要がある。 

● 経費効率を向上させる観点から、外部資金を導入する取組みも一部行われつつある

が、今後は、そのような外部資金導入を推進するためのインセンティブ（動機付け）

を提示するための努力を強化していく必要がある。 

 

４．短期借入金の限度額 
実績がないため評価対象外とした。 

 

５．重要な財産の譲渡、担保 
実績がないため評価対象外とした。 

 

６．剰余金 
実績がないため評価対象外とした。 

 

７．その他 
● 人事評価については、当初の計画通りに能力評価及び実績評価が本格的に導入され

ており、評価制度が順調に定着しつつある。また、新たな研修の実施、管理職数の削減、

外部機関との新たな人事交流等人事制度の改革も着実に進められている。他方、平成１

８年度においても、そのような様々な試みが、今後着実に成果を挙げるかどうかについ

てなお注視していく必要がある。 

 
● 日本語国際センター及び関西国際センターの宿泊施設については、稼働率の改善と

ともに運営費経費の削減も行われており、効率的な運用がおこなわれているものと見受

けられる。他方、稼働率については、閑散期における稼働率の向上等更なる努力が望ま

れる。 
 

（了） 


